
実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

大規模小売店舗立地審査事業 元気な産業 ○ H12 12 1 ○ 574 0 0 574 ○ ○ ○ 0

福井県商店街振興組合連合会補助金 元気な産業 ○ S41 46 1 ○ 1,537 0 0 1,537 ○ ○ ○ ○ 0

商店街魅力向上支援事業 元気な産業 ○ H17 7 1 ○ 0 0 0 0 ○ ○ ○ ○ 0

中心市街地等空店舗活用支援事業 元気な産業 ○ H18 6 1 ○ 11,063 0 0 11,063 ○ ○ ○ △ 15,347

中心市街地活性化推進事業 元気な産業 ○ H19 5 1 ○ 1,646 0 0 1,646 ○ ○ ○ △ 913

中小企業経営資源強化対策事業（中小企業取引情報提供事業） 元気な産業 ○ Ｓ51 36 1 ○ 8,380 0 0 8,380 ○ ○ ○ ○ ○ 0

産業情報化支援事業 元気な産業 ○ S55 32 1 ○ 28,227 0 0 28,227 ○ ○ ○ △ 979

データセンター人材育成支援事業 元気な産業 ○ H22 2 1 ○ 6,861 0 0 6,861 ○ ○ △ 6,861

中小企業診断助言事業 元気な産業 ○ S32 55 1 ○ 2,299 0 0 2,299 ○ ○ 0

金融貸付制度（前向き制度） 元気な産業 ○ S33 54 1 ○ 2,020,337 0 2,005,667 14,670 ○ ○ ○ 0

金融貸付制度（セーフティネット制度） 元気な産業 ○ S33 54 1 ○ 41,652,717 0 41,446,050 206,667 ○ ○ ○ 0

金融貸付制度（一般的な制度） 元気な産業 ○ S33 54 1 ○ 1,080,350 0 1,075,056 5,294 ○ ○ ○ 0

「クールライフプロジェクト」連携消費拡大事業 ○ H23 1 1 ○ 56,967 0 0 56,967 ○ △ 59,500

13 4 5 4 13 0 44,870,958 0 44,526,773 344,185 7 3 0 2 2 2 1 2 2 2 2 0 0 0 0 1 0 7 0 2 0 3 0 1 0 △ 83,600

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

福井新々元気宣言
における位置付け

平成
23年度
予算額

 財源内訳 成果指標1結果分類

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

一般会計

平成２３年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）商業振興・金融課

会計区分

課・室名



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ H12 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ━ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 12 年 □

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

1,625 1,566 1,507 1,465

1,625 1,566 1,507 923

741 1,076 434 770

18 20 28 52

5 4 3 6

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

実行予算

（単位：千円）

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

商業・サービス業振興

店舗面積届出基準
　　・１，０００㎡超
福井県大規模小売店舗立地審議会（附属機関）　委員７名（任期２年）
　　・大店立地審の開催

指標

届出受理件数活動

-21.0%

平均伸び率２３年度

大店立地審議会の開催回数2

Ⅰ

□
　前年度に比べ届出受理件数・審議会開催回数は減尐する見込みであるが、現地調査および審
議会において立地に伴う周辺環境への影響等について慎重な審議を行った。

継　　続

事業開始後の見直し状況

拡　　充

□

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

□

千　円

■

そ の 他

終期の見直し

完　　了

□

廃　　止

休　　止

縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

□

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

整理統合

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

事      業      名 大規模小売店舗立地審査事業
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

商業振興・金融

その他

県　単

目標値、指標の積算根拠等

大規模小売店舗立地法の事務に要する経費

1,419

574
結果分類

産業労働

元気な産業

法定受託事務

事務区分経過年数

[事業目的]

［事業内容］

当 初 予 算 額 の 推 移

事業効果

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

-2.9% Ⅲ審議会開催回数

45.6% 大店立地法に基づく届出件数

国　庫

補 助 金

そ の 他

含まれる事業数

区　　　　　　分

21.0%

-3.3%

[予算額および指標の推移等]

決 算 額 の 推 移

□

平成23年度予算額

□
　平成１２年度に施行された大店立地法に基づき、届出を適正に審査・処理していく必要がある。

その他特定財源

一　般　財　源

0

[事業の評価]

区　　　　　　分

574

574

予　算　額　（単位：千円）

0国　　　　　庫

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

指標

の推移 成果

1



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ S41 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 一 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 46 年 □

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

2,310 2,079 1,872 1,708

2,310 2,079 1,872 1,708

2,310 2,079 1,872 1,708

64 59 47 67

4 4 4 4

35 35 32 31

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

商業・サービス業振興

Ⅱ

結果分類

　傘下組合員である商店街振興組合に対して指導・情報提供・商店街活性化推進調査研究事業を行うことにより、商店街の活性化・振興を図る。

Ⅱ会報誌の発行回数

千　円

□ そ の 他

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事業開始後の見直し状況

目標値、指標の積算根拠等

Ⅲ傘下の組合員数の維持-3.7%

見　直　し　額

継　　続

整理統合□

■

□

1,537

指標

 〕　／　整備目標

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

平均伸び率

予　算　額　（単位：千円）

0

・２３年度　管理費補助から事業費補助へ見直し

0.0%4

の推移 30成果

情報提供回数

傘下組合数

指標

0国　　　　　庫

平成23年度予算額

1,537

区　　　　　　分

法定受託事務

事務区分

国　庫

その他

県　単

そ の 他

事業終了
予定年度

産業労働

実行予算

補 助 金

福井県商店街振興組合連合会補助金

元気な産業

　県内の商店街振興組合の指導団体である福井県商店街振興組合連合会が、傘下商店街振興組合に対して実施する指導などの事業に対して助成することにより、県内商店街の活性化を図る。

事      業      名

[事業目的]

事　業
開　始
年　度

経過年数

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

含まれる事業数

部（庁） 商業振興・金融

事 業
区 分

[事業の評価]
［活動指標、成果指標に対する評価］

所属の

方　針 　商店街を取り巻く環境は厳しい状況にあり、今後もその傾向は続くと思われる。このため、
県商店街振興組合連合会が行う指導事業、情報提供等は商店街にとってますます重要な支援と
なるため、今後も継続していく必要がある。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　傘下の組合数は減尐しているが、巡回指導回数を増やすとともに他機関の支援制度を活用し
た研修事業を開催するなど、商店街の支援を積極的に実施しており、事業の成果は出ている。

□

□

□

終期の見直し

休　　止

□

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 縮　　減

その他特定財源

一　般　財　源

廃　　止

完　　了

拡　　充

（単位：千円）

事業効果

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２３年度

1,537 -9.7%

巡回指導した組合件数

［事業内容］

[予算額および指標の推移等]

巡回指導件数 4.8%

1,537 -9.7%

-9.6%決 算 額 の 推 移

2



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ H17 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 23 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 7 年 □

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

1,100,000 － － －

1,100,000 － － －

1,100,000 － － －

4 5 7 6

5,862 9,709 14,070 7,027

122,325

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ 整理統合

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

0

予　算　額　（単位：千円）

所属の

方　針 　平成２３年度で事業は廃止するが、今後とも意欲的な商店街の取組に重点支援するなど、県
内の商店街の活性化を図る必要がある。平成２４年度からは、新にぎわい商業ゾーン形成事業
において、まちづくり会社や商店街が行う生活提案や地域交流機能の実現に向けた取組を支援
し、地域のニーズを満たす商業ゾーンの形成を図る。

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

平成23年度予算額

継　　続

■

　当事業は、中心市街地エリアの内外を問わず市町と連携した実効性ある商店街活動を支援す
るもので、商店街元気再生計画を作成した商店街等の取組みが活発になっている。

財源内訳

0

特　記　事　項

Ⅰ補助額

テント市への参加者成果

区　　　　　　分

指標

指標

そ の 他

完　　了

見　直　し　額

縮　　減

0

 〕　／　整備目標

評価に基

づく今後

の 対 応

□

拡　　充

□

□ 終期の見直し

千　円

□休　　止

□

□廃　　止

Ⅰ

・助成事業については、助成事業者から事業終了後に実績報告とともに事業の成果
に関する評価についても報告を受ける。
・事務局は、実績報告および事業の成果について助成事業の採択の可否を行う委
員会に報告を行っている。

[事業の評価]

その他特定財源

一　般　財　源 0

活動した団体数

・平成１９年度から長期貸付に変更
・平成２０年度から「街なかふれあいテント市創出支援事業」を補助対象に追加

県　単

実行予算

7,150

〕　　　＝　　　〔

Ⅲ

補助した補助金額15.6%

[予算額および指標の推移等]

結果分類

の推移

商店街魅力向上支援事業

企業会計

その他

補 助 金

そ の 他

　（公財）ふくい産業支援センターに「商店街魅力向上支援基金」を造成し、その運用益を活用して、商店街が元気を取り戻すための事業を助成し、県内商店街の活性化を図る。

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

事業終了
予定年度

[事業目的]

元気な産業

（単位：千円）

-              

決 算 額 の 推 移

一般会計
特別会計

商業振興・金融

１、基金を造成する団体：（公財）ふくい産業支援センター
２、造成方法：県からの無利子貸付金により造成
３、基金運用益による事業：　①商店街ブランド育成事業
　　　　　　　　　　　　　　②地域に役立つ商店街づくり事業
　　　　　　　　　　　　　　③空き店舗対策事業
　　　　　　　　　　　　　　④高齢者対応事業
　　　　　　　　　　　　　　⑤街なかふれあいテント市創出支援事業（平成２０年度から追加）　　　など

経過年数

含まれる事業数

［事業内容］

商業・サービス業振興

国　庫

部（庁）

会計区分

事業効果

事 業
区 分

事　業
開　始
年　度

事務区分

-              

6

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事      業      名

法定受託事務

産業労働

補助件数

0.0%
目標値、指標の積算根拠等

0.0%

118,496 -3.1%

事業開始後の見直し状況

テント市への参加者数　　年間延べ１０万人以上　

平均伸び率

0.0%

-              

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

２３年度

活動

当 初 予 算 額 の 推 移

12.7%

区　　　　　　分

3



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ H18 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 23 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

18,000 18,000 18,250 11,838

9,592 7,088 7,621 9,288

8,124 6,094 6,797 8,268

15 10 18 17

16 10 8 15

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

商業振興・金融

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

商業・サービス業振興

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部（庁）

[事業目的]

　中心市街地活性化基本計画を有する市町および商店街元気再生計画を作成した商店街において、空き店舗への出店者やコミュニティ施設の開設者に対して家賃補助を実施し、商店街の空き店舗の解消と
商業の活性化を図る。

事      業      名 中心市街地等空店舗活用支援事業 含まれる事業数
事 業
区 分

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

県　単

その他 法定受託事務

補 助 金 経過年数

そ の 他

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業 事務区分

自 治 事 務

［事業内容］

１　空き店舗対策プランの策定支援
２　出店者・開設者支援
（１）対象店舗　　　　　空き店舗対策プランの策定地域または商店街元気再生計画の作成地域にある空き店舗
（２）支援内容　　　　　家賃補助（１店舗・施設あたり２年間）
　　　　　　　　　　　  出店経費（商店街元気再生計画の作成地域に限る。）
（３）補助率　　　　　　補助率　　家賃補助　１年目　１／３　（県１／３、市町１／３、出店者１／３）　２年目　１／６　（県１／６、市町１／６、出店者２／３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　出店経費　１／３
（４）県補助限度額　　　家賃補助　月額６万円または３，０００円／坪　　　出店経費　２５万円

国　庫 実行予算

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 15,347 -1.0%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

Ⅰ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 11,063 5.6%

決 算 額 の 推 移 2.7%

空き店舗への入店（60件・H21～23）活動 空き店舗支援数 21 16.2%

指標

指標

の推移 成果 継続して営業する店舗 21

事業効果

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

17.5% 助成者の６割が継続して（２年目以降も）店舗を運営 Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

0

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 11,063 平成２１年度　支援対象にコミュニティ施設の開設者を追加
平成２２年度　家賃支援期間の延長　　１年間　⇒　２年間
　　　　　　　　　対象店舗の拡大　　　　　空き店舗である期間　６箇月　⇒　３箇月
　　　　　　　　　出店者が経営指導を受けることを義務化

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 11,063

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 0

その他特定財源

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　平成２２年度から、家賃補助期間の１年間から２年間への延長とともに支援店舗の経営指導
を実施しており、今後も出店者の経営指導を徹底することにより継続した経営につなげる。
　平成２４年度からは、中心市街地店舗等集積支援事業として実施し、中心市街地における店
舗の集積を促進し、中心市街地の活性化を図る。

見　直　し　額

拡　　充
　空き店舗への出店者のうち２年目以降も継続して営業している割合が７０％以上（３年平
均）となっており、中心市街地・商店街の魅力づくり、にぎわい創出につながっている。

□ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 ■

□

△ 15,347 千　円

縮　　減 □ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

4



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ H19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 25 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

420 420 960 1,099

420 420 960 1,099

352 332 890 945

2 2 2 2

3.8% 1.9% 8.5%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 913 千　円

　福井市、越前市、大野市、敦賀市が中心市街地活性化基本計画に基づき中心市街地活性化の
ための各種事業を実施しており、基準年より歩行者通行量は増加している。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

終期の見直し

そ の 他整理統合 □ 廃　　止 □

拡　　充 ■ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　福井市、越前市、大野市については、計画期間終了後の再認定に向けた取組を進めており、
中心市街地活性化基本計画に基づく事業の更なる推進を図るため、今後も市町を支援してい
く。 見　直　し　額

一　般　財　源 1,646

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 0

その他特定財源 0

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,646 ・平成２３年度から大野市のタウンマネージャー設置経費追加
・今年度は、今後の中心市街地商店街の方向性を検討する福井型まちなかライ
フスタイルセンター推進チーム会議の中で実施

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

98.7% 県内主要市町の中心市街地において歩行者通行量が２０％増加 Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

事業効果 指標

の推移 成果 歩行者通行量の増加率

活動

指標

［事業内容］

48.2%

１　福井県中心市街地活性化推進協議会の設置
　　　年１回開催（平成２２年度までは年２回開催）
２　福井県まちづくり指導者バンクの設置
　　　まちづくりの専門家を市町等に派遣（経費は市町等負担）
３　中心市街地タウンマネージャー設置促進制度の創設
　　　タウンマネージャー設置経費の支援

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

49.7%当 初 予 算 額 の 推 移 1,713

1,646２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

Ⅰ福井型まちなかライフスタイルセンター推進チーム会議の開催回数　３回中心市街地活性化推進協議会の開催 3 12.5%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

[事業目的]

コンパクトで個性豊かなまちづくりのための住民合意の形成の促進やタウンマネジメント機能の強化など、市町と連携した中心市街地の活性化を促進する。

決 算 額 の 推 移 56.2%

区　　　　　　分 ２３年度

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 法定受託事務

事      業      名 中心市街地活性化推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

事務区分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他 そ の 他

所　　属 産業労働

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 商業振興・金融 商業・サービス業振興

5



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ Ｓ51 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ━ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 36 年 □

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

29,915 29,652 10,286 9,282

30,800 29,553 8,370 8,974

30,005 28,450 7,349 7,465

824 831 897 888

371 435 489 398

45 101 44 16

381,284 279,526 201,314 50,221

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

結果分類

国　庫

8,380

□

8,380

事業終了
予定年度

平均伸び率

実行予算

補 助 金

事業開始後の見直し状況

8,380

区　　　　　　分

財源内訳

国　　　　　庫

一　般　財　源 8,380

その他特定財源 0

0

事      業      名

法定受託事務

事務区分元気な産業

含まれる事業数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 そ の 他

事　業
開　始
年　度

２３年度

中小企業経営資源強化対策事業（中小企業取引情報提供事業）

［事業内容］

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

[事業目的]

　発注企業（親企業）を中心として下請企業が裾野を広げる下請分業構造は、発注企業の海外展開、選別強化、コスト削減要請等の環境変化に直面しており、下請企業においては脱下請化、発注企業の分
散化を図る必要がある。
　このため、発注情報の収集提供や取引斡旋等を実施し、県内下請企業の自立化を支援する。

その他

Ⅱ

　下請企業が受注量の減尐や発注企業の選別強化に対応し受注を確保するために行う発注情報・製品情報等の収集・提供および発注企業との取引条件改善のための情報提供を行う。

（単位：千円）

-21.4%

-18.8%

-25.9%

目標値、指標の積算根拠等

相談件数

[予算額および指標の推移等]

-43.2%

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

2.6%

3.7%

活動

成果

Ⅱ

Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

受発注情報を斡旋した件数

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

□■
評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□
　原油、原材料価格の高騰、景気低迷など下請企業には厳しい経済情勢が続いており、下請企
業の自立化のためには継続的な支援が必要である。

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

産業労働

県　単

部（庁） 商業振興・金融 商業・サービス業振興

取引、経営等に関する相談を受けた件数

経過年数

千　円

□

そ の 他□

休　　止 完　　了

廃　　止

受発注情報を斡旋した企業の成約件数1.5%

□ 整理統合

 〕　／　整備目標

Ⅳ

継　　続

　下請中小企業振興法に基づいて、産業支援センターはその県内唯一の「下請企業振興協会」
に位置付けられている。県内には多くの中小企業があり、発注企業の多角化、受注件数の増加
を通じ、経営の安定化に寄与するものである。今後は、発注企業開拓についてさらに積極的に
実施していく必要がある。

終期の見直し□拡　　充 縮　　減

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

計 画 の 達 成 状 況

契約設立当初受注金額

斡旋件数

成約件数

指標

指標事業効果

の推移
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ S55 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 32 年 □

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

44,690 41,006 35,207 33,594

42,088 38,074 31,444 29,251

40,758 35,487 30,502 28,455

881 917 2,108 1,831

783,270 992,922 856,968 757,344

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ ■ 縮　　減

　セミナー等開催事業については、情報化人材育成事業（指定管理業務）との効果的な組み合
わせを考慮しながら実施していく。
　また、実践的な開発を促進しながら最先端のＩＴ人材を育成するため、最新ＩＴ技術を活用
したソフトウェアの開発合宿を実施する。

　ビジネス情報誌「FLOM」や企業支援情報提供サイト「ふくいナビ」により、効果的に県内企
業へ情報提供を行っている。
　セミナー＆交流会の開催により、県内企業のIT活用とビジネスマッチングを促進し、県内企
業の販路開拓に向けた経営資源の確保を図っている。

□

□ 終期の見直し

見　直　し　額

そ の 他□

完　　了

千　円

□

△ 979

廃　　止

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応
□ □

拡　　充

□ 継　　続

整理統合

法定受託事務

２３年度

［事業内容］

[予算額および指標の推移等]

平均伸び率

事 業
区 分

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

県　単
事　業
開　始
年　度

経過年数

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

会計区分
企業会計

事務区分
事業終了
予定年度

商業・サービス業振興

一般会計

31,763

　多様で活力のある産業の成長発展の担い手である中小企業等が、独創性、機動性を発揮して、新たな事業展開を行うために必要な経営ノウハウ,技術、人材、情報等の経営資源の確保を一体的、総合的に
支援する。

（単位：千円）

「ふくいナビ」の総閲覧数（ページ単位）

特　記　事　項

＜事業区分＞
　～Ｈ１７：国庫
  Ｈ１８～：県単
　　　　　：情報化人材研修は指定管理業務となり産業情報センター運営費に変更。

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事      業      名

元気な産業

含まれる事業数

特別会計

部（庁）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

-9.4%
目標値、指標の積算根拠等

事業効果

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

指標

活動 セミナー等参加者数 Ⅰ

Ⅱ

28,227

31.8%

結果分類

セミナー等への参加者数

商業振興・金融

国　庫

その他

[事業目的]

産業労働

産業情報化支援事業

補 助 金

実行予算

そ の 他

(財)ふくい産業支援センターが行う次のような事業に対して補助する。
　・「ＦＬＯＭ」等の発行　　　　　　　　　　　　・各種資料の収集、提供
　・各種調査の実施　　　　　　　　　　　　　　　・ふくいナビの管理･運用
　・交流会・セミナー等の開催　　　　　　　　　　・企業のＩＴ化支援
　・相談事業
　・ホームページ等による情報の提供

-8.1%

成果

＜事業実施機関＞
　Ｓ５５～：（財）福井県中小企業情報センター
　Ｈ６　～：（財）福井県産業情報センター(名称変更)
　Ｈ１３～：（財）福井県産業支援センター(統合)
  Ｈ１７～：（財）ふくい産業支援センター(統合)
　H２０～：機器リースの最適化を図り、経費を削減
　Ｈ２１～：ＩＴﾍﾞﾝﾁｬｰ交流会をＩＴセミナー等へ統合

0.5%ふくいナビアクセス数 ／

1,948

の推移

0

指標

計 画 の 達 成 状 況

財源内訳

28,227

その他特定財源

　

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

28,227

0

区　　　　　　分

国　　　　　庫

一　般　財　源
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ H22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 23 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

5,537

5,537

4,625

22

4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

法定受託事務

事務区分

商業・サービス業振興

事業終了
予定年度福井新々元気宣言に

おける位置付け 技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

事 業
区 分

商業振興・金融

国　庫 実行予算

元気な産業 県　単

自 治 事 務データセンター人材育成支援事業 含まれる事業数

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

事      業      名

所　　属 産業労働 部（庁）

6,861
目標値、指標の積算根拠等

補 助 金

その他 そ の 他

経過年数
事　業
開　始
年　度

6,861 23.9%

[事業目的]

　県内における情報サービス産業の活性化やＩＴ技術者の雇用促進のため、本県が誘致を進めているデータセンターでの従事に適したＩＴ技術者を養成することにより、今後のデータセンターの立地につ
なげ、新たな雇用の創出を図る。

［事業内容］

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

　○データセンター技術者育成研修の実施
　　基礎知識編 10人、ネットワーク技術編 20人

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

決 算 額 の 推 移

23.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動 データセンター人材育成研修受講者数 32 45.5%

事業効果 指標

成果 ＩＴ関連企業等への就職者数 ／の推移

Ⅰ

[事業の評価]

0

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円） 6,861

一　般　財　源 6,861

指標

計 画 の 達 成 状 況

国　　　　　庫

0

休　　止

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

財源内訳

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　２２年度以降、約５０人の離職者等に対しITの基礎知識から専門的なネットワーク技術まで
の実践的な研修を実施し、新たなIT技術者の育成を図りながらIT関連企業等への就職につなげ
ることができた。

廃　　止

［活動指標、成果指標に対する評価］

□ 継　　続

□ 整理統合 ■

△ 6,861

□

□□

□

所属の

方　針

見　直　し　額

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　２３年度で事業は廃止するが、今後も受講者のフォローアップなど効果的な事業実施に努め
るとともに、産業情報センターにおける研修等によりネットワーク人材の育成・確保を図って
いく。

そ の 他

千　円

完　　了

終期の見直し

□

縮　　減
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 金融 Ｇ
1 □ ■ S32 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 55 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

1,378 1,488 1,804 2,231

1,708 1,593 1,944 1,562

1,630 1,593 1,944 1,562

25 26 23 25

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所　　属 産業労働 部（庁） 商業振興・金融

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 中小企業診断助言事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

　・高度化資金の貸付けに係る事業計画等の妥当性、既存貸付先の経営状況の診断を行う。
　・高度化資金貸付先の経営状況を分析し、今後の経営に関して現場での指導助言を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業

法定受託事務

[事業目的]

中小企業組合の経営診断等を行い、企業の実態と問題点を把握し、経営の合理化のための助言等を行う。

［事業内容］

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,366 3.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,299

実施件数 27 2.3%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

10.7%

決 算 額 の 推 移 0.0%

Ⅱ

事業効果 指標

活動

計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果

指標

 〕　／　整備目標

一　般　財　源 2,299

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 2,299

その他特定財源

[事業の評価]

平成１１年度の法改正等に伴い、診断事業については事業統合等の大幅な見
直しが行われた。
①高度化事業診断を除き、一般診断、アドバイザー派遣等の事業が専門家派遣
事業として統合された。
②職員による事業実施から、民間専門家の活用による事業実施へと変遷。
高度化事業診断は、平成17年度から産業支援センターに外部委託
平成１８年度から、既存貸付先に対する指導助言を実施

財源内訳

国　　　　　庫

終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

経営状況が悪化した貸付先に対する診断だけでなく、経営悪化を未然に防止するための指導助
言も適切に行っていく。

見　直　し　額

拡　　充

そ の 他

完　　了

高度化資金貸付先の中小企業等が不況により経営状況が悪化し、貸付金償還の条件変更が増加
傾向にある。当該貸付先の経営支援のために必要な事業である。

■ 継　　続 □ 休　　止

□ 縮　　減 □

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 金融 Ｇ
1 □ □ S33 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 54 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

6,811,998 6,774,871 6,092,059 5,301,004

6,137,012 6,126,520 2,545,923 2,022,338

3,504,603 3,344,977 2,492,563 1,893,901

3,348,910 1,911,860 2,429,102 2,057,671

109 102 84 90

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所　　属 産業労働 部（庁） 商業振興・金融

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 金融貸付制度（前向き制度） 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

産業活性化支援資金、開業支援資金および事業承継支援資金の貸付の実施と、これに付随して実施する保証料補給や損失補償等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業

法定受託事務

[事業目的]

中小企業の多様な資金需要に対応し、最近の社会経済情勢の変動に耐え得る企業体質を形成するため、産業活性化支援資金や開業支援資金などにより、中小企業の経営安定と高度化の促進に必要な資金を
貸し付け、中小企業金融の円滑化を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 3,554,103 -14.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,020,337

融資実行額 -10.4%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

-19.8%

決 算 額 の 推 移 -18.0%

Ⅳ

事業効果 指標 融資件数 -5.6% Ⅳ

活動

計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果

指標

 〕　／　整備目標

一　般　財　源 14,670

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 2,020,337

その他特定財源 2,005,667

[事業の評価]

（１）平成20年度に産業活性化支援資金（省エネ・温暖化対策支援分）を創設
（２）平成21年度に産業活性化支援資金（農商工連携・地域資源活用分）を創設
（３）平成22年度に産業活性化支援資金の資金区分を整理し、新事業展開促進
支援事業分、建設業新分野進出支援事業分を追加
（４）平成22年度～23年度に産業活性化支援資金の設備資金に対する利子補給
を実施財源内訳

国　　　　　庫

終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

今後とも、企業のニーズや経済状況を踏まえながら、資金メニューの見直しを行い、制度の積
極的な活用を促進するとともに、適正かつ効果的な運用が行われるよう、金融機関・支援機関
など各団体に周知していく。 見　直　し　額

拡　　充

そ の 他

完　　了

厳しい経済状況等を反映して前向きな資金需要の低迷が続いているが、意欲的な取組みへの誘
導、支援をすることで、本県産業の活性化、雇用確保の促進に繋がるなど効果的な事業であ
る。 ■ 継　　続 □ 休　　止

□ 縮　　減 □

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 金融 Ｇ
1 □ □ S33 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 54 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

8,153,202 14,398,145 33,338,916 50,462,822

9,575,115 20,713,459 37,771,140 46,869,974

8,398,189 18,917,116 34,902,674 38,243,886

13,610,190 62,022,204 58,685,325 43,499,605

445 2,981 3,128 2,412

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所　　属 産業労働部 部（庁） 商業振興・金融

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 金融貸付制度（セーフティネット制度） 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

経営安定資金、資金繰り円滑化支援資金、関連倒産防止資金および中小企業再生支援資金の実施と、これに付随して実施する保証料補給や損失補償等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業

法定受託事務

[事業目的]

中小企業の多様な資金需要に対応し、最近の社会経済情勢の変動に耐え得る企業体質を形成するため、経営安定資金や中小企業再生支援資金などにより、中小企業の経営安定と高度化の促進に必要な資金
を貸し付け、中小企業金融の円滑化を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 52,961,744 66.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 41,652,717

融資実行額 108.1%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

52.9%

決 算 額 の 推 移 73.1%

Ⅰ

事業効果 指標 融資件数 184.0% Ⅰ

活動

計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果

指標

 〕　／　整備目標

一　般　財　源 206,667

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 41,652,717

その他特定財源 41,446,050

[事業の評価]

（１）平成２０年４月、８月、１０月、２１年６月、２２年２月、２３年３月、１０月に経営
安定資金の融資対象要件を緩和
（２）平成２０年８月、１０月、２１年１０月、２２年２月、２３年３月に資金繰り円滑化
支援資金の融資対象要件を緩和
（３）平成２０年１２月から経営安定資金（緊急保証支援分）を創設
（４）平成２３年４月から経営安定資金〔セーフティネット保証支援分〕を創設
（５）平成２３年５月から経営安定資金・資金繰り円滑化支援資金〔東日本大震災
復興緊急保証支援分〕を創設

財源内訳

国　　　　　庫

終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

昨今の経済状況を踏まえ、県内中小企業の経営・資金繰り安定のために、当資金の融資枠は十
分に確保しておく必要があり、引き続き企業のニーズを踏まえ適正かつ効果的な運用が行われ
るよう、今後とも金融機関・支援機関等に周知を行っていく。 見　直　し　額

拡　　充

そ の 他

完　　了

売上の減尐等により経営の安定に支障が生じている中小企業を対象としたセーフティネット資
金の利用は、比較的落ち着いている状況であり、依然として厳しい経営環境下にある中小企業
に対する資金繰り支援の効果は十分にあったと考える。 ■ 継　　続 □ 休　　止

□ 縮　　減 □

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 金融 Ｇ
1 □ □ S33 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 54 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

3,319,677 3,017,208 3,005,753 2,006,103

3,317,746 3,014,937 1,169,581 1,171,691

3,301,012 2,231,482 1,169,535 1,169,982

17,521,650 9,693,580 5,434,530 5,324,925

1,482 867 428 566

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所　　属 産業労働部 部（庁） 商業振興・金融課

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 金融貸付制度（一般的な制度） 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

中小企業育成資金（一般分）、（企業の子育て奨励分）、（小口分）の実施と、これに付随して実施する保証料補給

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業

法定受託事務

[事業目的]

中小企業の多様な資金需要に対応し、最近の社会経済情勢の変動に耐え得る企業体質を形成するため、中小企業育成資金（一般）などにより、中小企業の経営安定と高度化の促進に必要な資金を貸し付
け、中小企業金融の円滑化を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,607,444 -15.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,080,350

融資実行額 -30.2%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

-19.5%

決 算 額 の 推 移 -26.7%

制度融資実行額　　 Ⅳ

事業効果 指標 融資件数 -20.0% Ⅳ

活動

計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果

指標

 〕　／　整備目標

一　般　財　源 5,294

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,080,350

その他特定財源 1,075,056

[事業の評価]

（１）平成２２年度に中小企業育成資金（企業の子育て奨励分）の融資対象要件
を緩和
（２）平成２３年度に企業の子育て奨励分を中小企業育成資金（小口）に拡充

財源内訳

国　　　　　庫

終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

経営環境の変化や他資金の制度（融資条件）変更等により、一般資金の利用実績は大きく変動
することが想定されるため、今後も融資に支障が出ることのないよう十分な融資枠の確保が求
められる。 見　直　し　額

拡　　充

そ の 他

完　　了

景気低迷に伴う先行き不透明感やセーフティネット資金の利用対象者の要件緩和の影響もあ
り、一般資金の利用については減尐している。

■ 継　　続 □ 休　　止

□ 縮　　減 □

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ H23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 23 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 59,500 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
参加店舗数は目標に達しなかったものの、売上げの増加額は、消費拡大キャンペーンを実施し
なかった場合に比べ、５億円増加を確保した。

□ 継　　続 □ 休　　止 ■ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

消費拡大に関する取り組みについては、各地域の実情に合わせて、地域商品券の発行等、市町
を中心に実施する。
ふるさと”逸品”フェスタについては、県内事業所の販路拡大を図るために継続して実施す
る。

見　直　し　額

一　般　財　源 56,967

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 0

その他特定財源 0

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 56,967

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

5億円増

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果 参加店舗の売上げ 5億円増

2500店舗

事業効果 指標

活動 キャンペーン参加店舗 1,736

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 59,500

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 56,967

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

[事業目的]

電気使用量を10%以上削減した家庭に「お買物券を交付することで「クールライフプロジェクト」を推進するとともに、節約された電気代を消費につなげるなど、クールライフを契機として商工団体が地域
ぐるみで行う消費拡大の取組みを支援

［事業内容］

１　「お買物券」発行
　　　　8月分、9月分の電気使用量を前年比10%以上削減した家庭に対し、「お買物券」を発行（＠5000円×1000世帯）

２　「エコライフ応援」消費拡大キャンペーン
　　　　10月から12月までの間に地域ぐるみで消費拡大キャンペーンを実施（予算額44,000千円　補助率10/10）

３　ふるさと”逸品”フェスタ
　　　　地域の”逸品”を一堂に集めたフェスタを開催（予算額10,500千円　補助率10/10）

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 「クールライフプロジェクト」連携消費拡大事業 含まれる事業数

法定受託事務その他 そ の 他

事務区分
事 業
区 分

国　庫 実行予算

部（庁） 商業振興・金融

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

商業・サービス業振興所　　属 産業労働
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